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地域の社会・経済環境と
農協の収支・財務構造

〔要　　　旨〕

１　農協は地域農業と地域社会をその組織基盤としており，農協の組織・事業は地域のそれ

ら条件と密接に関係している。本稿では，都府県の農協について，その事業・収支・財務

構造等と地域の社会・経済環境との関連性について分析を加えた。

２　まず，農協の収支・財務状況について，都府県の農協をその管内市町村を類型化するこ

とで，地帯ごとに集計し分析を加えた。収支構造については，都市地帯（総研区分：特定

市・中核都市）では信用・共済事業のウェイトが，農業地帯（都市的農村，農村，過疎地域）

では購買・販売事業のウェイトが高い特徴がみられた。また，財務構造については，都市

地帯ほど信用事業資産のウェイトが，農業地帯ほど経済事業資産・固定資産のウェイトが

高い傾向がみられた。さらに，農協は地帯を問わず高い自己資本比率を実現していたが，

資本における出資金のウェイトは農業地帯が高い結果となった。

３　農協の収支・財務構造と地域の社会・経済環境との関連をみると，地域の経済環境の差

異により，農協の収支・財務構造のかなりの部分が説明でき，地域の社会・経済環境が農

協の組織・事業への影響を通じて農協の収支・財務構造に影響していることがうかがえ

た。

４　ただし，同一地帯区分のなかで事業管理費比率の低い農協地域を抽出し，その指標をそ

れ以外の農協地域と比較すると，地域の社会・経済環境だけでなく農業関連指標にも一定

の差異がみられ，似通った社会・経済環境のなかでも農業生産基盤が維持されることが農

協の収支・財務構造にとって重要であることが読み取れた。

５　今回の分析からは，地域の社会・経済環境と農協の収支・財務構造には一定の関係がみ

られると同時に，農協の主体的な取組みによって変動する農業生産基盤の差異も影響して

いることが示唆された。農協系統は，人口動態等今後予想される地域の社会・経済環境の

変化に対応するとともに，地域農業への主体的な働きかけを通じて，組合組織ひいては地

域の活性化を目指していく必要があろう。
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戦後の日本農業を支えてきた昭和一けた

世代のリタイアとともに，農協の組織基盤

は今大きな変化をむかえつつある。筆者は，

『調査と情報』（当総研発行隔月誌）2006年

１月号掲載の「地域の社会・経済環境から

みた農協組織－人口動態の変化を踏まえて」

（以下「前掲論文」という）で，正・准組合

員，貯金，貸出金等の指標と農協管内の社

会・経済関係指標との関係から，農協組織

は地域の社会・経済環境の変化と密接に関

連しており，今後さらに進む少子・高齢化

によって大きな影響を受ける可能性を指摘

した。

本稿では，前掲論文の分析をさらに進め，

農協の収支・財務構造と地域の社会・経済

環境の関係をみることとしたい。そして，

前掲論文では，人口動態の変化により地域

の社会・経済環境が大きく変化するなか

で，その変化を受動する立場として農協組

織が被る影響を検証したが，さらに分析を

深め農協組織が能動的に地域の社会・経済

環境に変化をもたらす可能性等についても

検討することとしたい。

なお，前掲論文で指摘したとおり，北海

道と都府県では地域の社会・経済環境と農

協の事業・組織構造の関係は大きく異なっ

ており，北海道ではその関係が都府県に比

べ相対的に弱い傾向を示している。これは，

地域経済のなかで農業の占めるウェイトが

都府県に比べ圧倒的に大きく，地域の農業

生産の動向が農協組織へ影響する度合いが

非常に高いためである。そのため，本稿で

は都府県の農協に絞って分析を行う。

（１） 使用したデータと手法について

本稿の分析にあたって，農協及び農協に

関するデータは，各農協ディスクロ誌，日

本金融通信社『日本金融名鑑2005年版』等

を使用し，管内農協データが整理可能で，

かつ地域の社会・経済関連データの比較が

可能な756農協を集計対象にした。また管

内市町村については，05年４月時点の全中

ホームページの農協管内市町村名を用い，

またそれらを補足するために，04年，05年

の農協名鑑を使用した。そして，１市町村
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口３～20万人，農村は３万人未満。区分は市町
村単位だが，農協管内に複数の市町村を含む場
合はより大きな経済規模に対応する区分を採用
する（特定市，中核都市，都市的農村，農村，
過疎地域の順に優先）。区分となる計数は00年度
を基準にしている。

（２） 組合員数等の分布と１組合当たりの

指標

まず，対象となった都府県756農協につ

いてその概況をみることとしたい。

第１表は，上記の地帯区分別に対象農協

の店舗数，組合員数，貯金残高，貸出金残

高，長期共済保有契約高等の分布およびそ

の伸び率等をみたものである。

同表をみると，地帯によって組合員数等

の分布が大きく異なり，①いずれの計数も

最もウェイトが大きいのは都市的農村であ

り，②貯金，貸出金のウェイトについて都

市地帯（特定市，中核都市，以下同じ）と農

業地帯（都市的農村，農村，過疎地域，以下

同じ）を比較すると都市地帯においてその

ウェイトが相対的に大きいことがよみとれ

る。ただし，今回新たに追加した長期共済

保有契約高については，そうした傾向が貯

金，貸出金と比較して弱く，例えば，都市

的農村では長期共済保有契約高のウェイト

が農協数ウェイトを上回っているように，

地帯による偏りが少ないことがうかがえる。

さらに，組合員数等の前年度比増減率を

みると（単年度比較であり評価が難しいが），

過疎地域の正組合員減少率が他地域よりも

大きい一方で，特定市の組合員増加率が他

地域を上回っている。これは，昭和一けた

世代のリタイアによる影響が大きい地域で
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を複数農協が管内とする場合には，うち一

つの農協にしか支店が存在しない場合はそ

の農協に，複数農協に存在する場合は複数

の農協を一つの農協地域とみなして集計し

た。データは原則として04年度のデータを

使用したが，合併等によりデータの継続性

がない農協や04年度データが入手できなか

った農協については03年度データを使用し

たケースもある。

また，データ整理にあたって，一部デー

タのなかった項目については県内シェアや

過去のデータ等から推計した値を用いてい

る。本稿では，個別農協のデータを分析検

証するのが目的ではなく，あくまで，地域

の社会・経済環境の影響や地帯別の差異を

検証するのが目的であるため，そうした補

正を行った。

その結果，市町村データと対比する場合

には，756農協を662農協地域として組換集

計を行った。管内市町村に記載されていな

い市町村，また複数の農協の管内と記載さ

れているが店舗がない市町村は集計対象外

とした。市町村データは主に朝日新聞社

『民力』記載データ及び「2000年世界農林

業センサスデータ」を使用した。農協の地

帯区分は，管内市町村を類型化することに

より，その地帯区分を農協に適用した。
（注１）

（注１）本稿で使用した地帯区分は，市町村を特定
市，中核都市，都市的農村，農村，過疎地域の
５地帯に区分したもの。本稿での特定市とは，
３大都市圏の「特定市街化区域農地」（市街化区
域農地が宅地並み課税を受ける特別区・市）を
有する特別区・市を採用，過疎地域は「過疎地
域活性化特別措置法の適用を受ける市町村」。上
記に該当する市町村を除き，中核都市は県庁所
在地または人口が20万人以上，都市的農村は人

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



正組合員の減少が加速する一方で，都市地

帯では准組合員の加入促進が進められてい

ることが背景にあるとみられる。

なお，先にみたように，貯金，貸出金に

比べ，都市地帯と農業地帯の偏りが小さか

った長期共済保有契約高は，すべての地帯

で減少し，かつ農業地帯での減少率が大き

い。同時期の一般の生命保険会社の保険契

約高も減少が続いていたことから，保険・

共済業界の事業環境そのものの影響が大き

いとみられるが，農協系統については正組

合員の高齢化の影響もあるとみられる。

このように地帯区分別にみると，日本の

農協は組合員数，店舗等の組織基盤は都市

的農村，農村等の農業地帯を中心に分布し

ているが，信用事業に関しては，特定市，

中核都市など都市地帯のウェイトが大き

く，共済事業については，その中間的な傾

向を示している。次節では，地帯別の収

支・財務構造の違いについてさらに検証し

ていきたい。

第２表は，今回の分析対象となった756

農協について，地帯区分別に主要４事業部

門別に事業総利益の分布とその構成比をみ

たものである。

主要４部門別事業総利益の分布をみる

と，農協数のウェイトに比較して，信用事

業総利益は，都市地帯のウェイトが上回っ

ており，その数字は先の貯金，貸出金のウ

ェイトとほぼ一致している。一方，購買・
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保
有
契
約
高 

長
期
共
済 

（注２） 

１０億円 

４７１ 

６８２ 
７９１ 
５２７ 
２７６ 
１２９ 
 
 
 
 
 
 

％ 

正
組
合
員
比
率 

５６．４ 

４４．６ 
５０．１ 
５９．０ 
６７．３ 
６９．０ 

資料　日本金融通信社『日本金融名鑑２００５年版』, 各農協ディスクロ誌等                     
（注）１　後述する６６２農協地域の集計に使用した農協のみ。合併農協については合併参加農協合算値との比較。一部０３年度デ－

２　７５２農協ベ－ス。  

第1表　対象農協の概要（７５６農協， 都府県， ０４年度， 加重平均） 

１組合当たり 合　計 

農協 

農
協
数 

   合　計 

特定市 
中核都市 
都市的農村 
農村 
過疎地域 

   割　合 

特定市 
中核都市 
都市的農村 
農村 
過疎地域 

７５６ 

１０５ 
８４ 
２８９ 
２０４ 
７４ 

１００．０ 

１３．９ 
１１．１ 
３８．２ 
２７．０ 
９．８ 

１００店 

店
舗
数 

１１９ 

２０ 
２４ 
５１ 
１９ 
５ 

１００．０ 

１６．７ 
２０．３ 
４３．１ 
１６．０ 
３．８ 

千人 

正
組
合
員
数 

４，９４５ 

６３６ 
９０８ 
２，２８４ 
９２２ 
１９５ 

１００．０ 

１２．９ 
１８．４ 
４６．２ 
１８．７ 
３．９ 

千人 

准
組
合
員
数 

３，８１５ 

７９１ 
９０２ 
１，５８７ 
４４８ 
８７ 

１００．０ 

２０．７ 
２３．６ 
４１．６ 
１１．７ 
２．３ 

１０億円 

貯
金
残
高 

７４，８３６ 

２３，１７５ 
１４，１９４ 
２７，３０８ 
８，８４５ 
１，３１４ 

１００．０ 

３１．０ 
１９．０ 
３６．５ 
１１．８ 
１．８ 

１０億円 

貸
出
金
残
高 

店
舗
数 

正
組
合
員
数 

准
組
合
員
数 

貯
金
残
高 

貸
出
金
残
高 

２０，１８８ 

６，８３５ 
４，１３４ 
６，８７８ 
２，０４５ 
２９７ 

１００．０ 

３３．９ 
２０．５ 
３４．１ 
１０．１ 
１．５ 

１０億円 

契
約
高 

長
期
共
済
保
有 

（注２） 

３５４，５４４ 

７１，６１８ 
６５，６９２ 
１５２，２２３ 
５５，４６７ 
９，５４５ 

１００．０ 

２０．２ 
１８．５ 
４２．９ 
１５．６ 
２．７ 

店 

１６ 

１９ 
２９ 
１８ 
９ 
６ 
 

千人 

６．５ 

６．１ 
１０．８ 
７．９ 
４．５ 
２．６ 

千人 

５．０ 

７．５ 
１０．７ 
５．５ 
２．２ 
１．２ 

１０億円 

９９ 

２２１ 
１６９ 
９４ 
４３ 
１８ 

１０億円 

２７ 

６５ 
４９ 
２４ 
１０ 
４ 

   （単位） 

２　地帯区分別にみた

対象農協の収支構造
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販売事業については中核都市，都市的農村

が農協数のウェイトを上回っており，第１

表の正組合員数の分布に近い傾向を示して

いる。また，共済事業については，特定

市・中核都市・都市的農村でその農協数ウ

ェイトを上回っており，先の長期共済保有

契約高の分布とほぼ一致している。

このように，信用事業総利益，共済事業

総利益に関してはほぼその事業量に沿った

数字になっており，また，それぞれ地帯区

分別にみた事業総利益と事業量との関係に

も明瞭な違いはみられない（第２表）。共

済事業はJA共済連と農協の２段階制が既

に完了し全国一体的な事業の取組みが進ん

でおり，信用事業についてもJAバンクシ

ステムのもとで全国一体的な事業運営と各

種金融サービスの提供等が行われている。

単年度データの限界はあるが，こうした取

組みもあって，信用・共済事業については

全国的に収支構造が平準化してきたとみら

れる。

次に，各地帯別に事業総利益全体を100

とした場合の部門別構成比をみると，都市
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前年度比伸び率 

％ 

貯
貸
率 

２７．０ 

２９．５ 
２９．１ 
２５．２ 
２３．１ 
２２．６ 

百万円 

組
合
員
当
た
り
貯
金
残
高 

８．５ 

１６．２ 
７．８ 
７．１ 
６．５ 
４．７ 

百万円 

保
有
契
約
高 

組
合
員
当
た
り
長
期
共
済 

４０ 

５０ 
３６ 
３９ 
４０ 
３４ 
 
 
 
 
 
 

％ 

組
合
員
数 

１．０ 

２．２ 
０．８ 
０．１ 
０．１ 
△０．４ 

％ 

正
組
合
員
数 

△０．８ 

△０．９ 
△０．９ 
△０．９ 
△０．８ 
△１．５ 

％ 

長
期
共
済
保
有
契
約
高 

△２．０ 

△０．９ 
△１．９ 
△２．２ 
△２．２ 
△３．０ 

タ及び推計値を含む。 

資料　第１表に同じ 

第2表　対象農協の収支構造の概要 
（７５６農協, 都府県, ０４年度, 加重平均） 

（単位　 １０億円，％） 

農
協
数 

　合　計 

特定市 
中核都市 
都市的農村 
農村 
過疎地域 

　割　合 

特定市 
中核都市 
都市的農村 
農村 
過疎地域 

７５６ 

１０５ 
８４ 
２８９ 
２０４ 
７４ 

１００．０ 

１３．９ 
１１．１ 
３８．２ 
２７．０ 
９．８ 

事
業
総
利
益 

１，８７６ 

３８７ 
３３３ 
７９７ 
３００ 
５９ 

１００．０ 

２０．６ 
１７．８ 
４２．５ 
１６．０ 
３．１ 
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地帯ほど信用事業総利益のウェイトが高ま

る一方で，購買・販売事業総利益は，農業

地帯にいくほどそのウェイトが高まる傾向

がみられる（第１図）。例えば，信用事業

総利益は特定市では56.4％と６割近く占め

る一方で，過疎地域では20.5％に過ぎず，

35.9ポイントもの差がある。逆に，購買事

業総利益は，特定市では11.5％に過ぎない

が，過疎地域では34.0％とその差は22.5ポ

イントもある。一方で，そうした地帯区分

との関連性が小さいのが共済事業総利益で

ある。共済事業総利益のウェイトは，最も

大きい中核都市でも30.0％，最も小さい過

疎地域でも25.8％とその差は4.2ポイントで

信用事業総利益の約10分の１である。

このように，地帯別に部門別事業総利益

の分布及びその構成比をみると，共済事業

を除き，信用・購買・販売事業については，

地帯区分による傾向がはっきりとみられて

いる。なお，事業管理費を事業総利益で割

った事業管理費比率をみると，特定市では

相対的に低く，過疎地域では高いが，その

間の中核都市，都市的農村，農村の間には，

一定の傾向はみられなかった。

このように，対象農協の収支構造をみる

と地帯によってその構造には大きな違いが

みられ，信用事業のウェイトの高い都市地

帯と購買・販売事業のウェイトの高い農業

地帯という色分けができる。いずれも，地

域の社会・経済環境と密接な関係にある事

業であり，農協の収支構造においてもそれ

らが強く影響していることがうかがえた。

なお，共済事業については，いずれの地

帯でもほぼ共通したウェイトを占め，地帯

別に明瞭な傾向はみられなかった。ただし，

第１表でみたとおり，長期共済保有契約高

の前年度比増減率をみると，農業地帯での

減少率が大きく，正組合員数の増減率と同

様の傾向を示していた。そのため今後，同

地帯を中心に組合員組織の変化が同事業に

与える影響が大きくなることも考えられ

る。

次に，対象農協の財務構造について，地

帯別にみていくことにする。

第３表は，地帯区分別に農協のバランス

シートの構成比をみたものである。先にみ

た収支構造では，信用事業のウェイトが高

い都市地帯と購買・販売事業のウェイトが

高い農業地帯という色分けができたが，そ

の特徴はここでもよみとることができる。
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資料　第１表に同じ 
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第1図　地帯区分・部門別の事業総利益構成割合 
（７５６農協, 都府県, ０４年度, 加重平均）   

共済 

販売 
購買 

信用事業総利益 
３　地帯区分別にみた

対象農協の財務構造
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まず，信用事業資産の資産合計に対する

ウェイトをみると都市地帯ほど高い傾向が

みられ，例えば，特定市の信用事業資産の

ウェイトは95.6％に対し，過疎地域のそれ

は87.2％と8.4ポイントの差がある。一方，

経済事業資産の資産合計に対するウェイト

をみると，特定市では0.3％にすぎないの

に対し，過疎地域では3.6％を占め3.3ポイ

ントの差がある。同様に，購買・販売事業

との関係が強い固定資産のウェイトも，特

定市のウェイトは2.0％に対し過疎地域で

は5.4％と3.4ポイントの開きがある。

このように，収支構造と同様，地帯によ

り農協の財務構造にもかなりの違いがみら

れる。これは，先にみたとおり地域の社

会・経済環境と農協事業との関連

が強いことが影響している。都市

地帯では貯金シェアが組合員数シ

ェアを上回っていたように，農業

関連収入だけでなく，兼業所得や

土地代金等貯金原資が豊富であ

り，結果として農協の財務構造に

おいても信用事業資産のウェイト

が高まることになる。その一方，

農業地帯では，正組合員比率の高

さにみられるように農業依存度が

高く，また生活関連事業を含め地

域経済のなかでの農協事業のウェ

イトが高いとみられ，それに付随

する購買店舗や農産物の集出荷施

設等，購買・販売事業に関連する

固定資産のウェイトが高まるとみ

られる。

ただし，こうした財務構造の違いにもか

かわらず，農協信用事業にとって重要な指

標である単体自己資本比率を加重平均でみ

ると平均で17.6％となり，地帯区分別にみ

てもいずれも15％を上回っている（第２図）。

これは，修正国内基準で最低４％とされた

数値をはるかに超えている。これらの計数

からはJAバンクシステムのもとで，財務

の健全性としての自己資本の充実が地帯を

問わず図られてきたことが読み取れる。

なお，資本合計に占める出資金のウェイ

トをみると，地帯によって大きく異なって

おり，信用・共済事業のウェイトが高い都

市地帯ほど資本合計に占める出資金のウェ

イトが低く，農業地帯では逆である。先に
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（単位　％） 

信用事業資産計 
共済事業資産計 
経済事業資産計 
雑資産 
固定資産計 
外部出資 
その他資産 

資産合計 

信用事業負債計 
共済事業負債 
経済事業負債計 
設備借入金 
雑負債 
諸引当金 
その他負債 
出資金（回転出資金含む） 
法定準備金+任意積立金 
土地再評価差額金 
剰余金等 

負債及び資本合計 

自己資本比率 

出資金/資本合計 
資料　第１表に同じ 

第3表　対象農協の財務構造 
（７５６農協, 都府県, ０４年度, 加重平均） 

９２．３ 
０．１ 
１．３ 
０．４ 
３．７ 
２．１ 
０．２ 

１００．０ 

９１．５ 
０．６ 
０．６ 
０．１ 
０．３ 
０．８ 
０．２ 
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３．５ 
０．５ 
０．３ 

１００．０ 

１７．６ 

２８．２ 

合計 

９５．６ 
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０．３ 
０．３ 
２．０ 
１．７ 
０．１ 

１００．０ 

９２．７ 
０．４ 
０．２ 
０．０ 
０．２ 
０．５ 
０．１ 
０．７ 
４．５ 
０．３ 
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１７．７ 

１２．４ 

特定市 

９２．２ 
０．１ 
１．０ 
０．３ 
４．１ 
２．１ 
０．２ 

１００．０ 
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０．７ 
０．２ 

１００．０ 

１５．９ 

２９．２ 

中核 
都市 

資産合計を１００とした場合の構成比 

９０．８ 
０．１ 
１．７ 
０．４ 
４．５ 
２．３ 
０．３ 

１００．０ 

９１．０ 
０．７ 
０．８ 
０．１ 
０．３ 
０．９ 
０．３ 
２．１ 
３．１ 
０．６ 
０．２ 

１００．０ 

１７．９ 

３５．６ 

都市的 
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８９．７ 
０．１ 
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４．７ 
２．４ 
０．３ 

１００．０ 

８９．８ 
０．８ 
１．１ 
０．２ 
０．４ 
１．０ 
０．３ 
２．５ 
３．２ 
０．５ 
０．３ 

１００．０ 

１９．５ 

３８．８ 

農村 

８７．２ 
０．１ 
３．６ 
０．５ 
５．４ 
２．７ 
０．５ 

１００．０ 

８９．２ 
０．９ 
１．５ 
０．２ 
０．５ 
１．１ 
０．２ 
３．２ 
２．６ 
０．３ 
０．２ 

１００．０ 

１８．２ 

５０．６ 

過疎 
地域 
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みたように，組合員数は農業地帯ほど増加

率が小さく，組織基盤の高齢化が進むなか

で今後正組合員の減少がさらに進むことが

予想されており，出資金のウェイトの高い

地帯では今後そうした変化への対応が課題

となってこよう。

（１） 農協の収支・財務構造関連データ

と地域の社会・経済関連データの

分布比較

先の都府県756農協を管内市町村の重複

を補正し662農協地域とした上で農協関連

データを再集計し，管内人口等の地域の社

会・経済関連データと比較したものが第４

表，第３図である。なお，重複補正後の地

帯区分は，合算対象となった農協の地帯区

分（特定市，中核都市，都市的農村，農村，

過疎地域）のうち，最も小さい番号の地帯

区分を優先した。
（注２）

第４表をみると，農協関連データの分布
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資料　農協ディスクロ誌及び日本金融通信社『日本金融名鑑２００５年版』（農協データに一部筆者推計値含む）, 朝日新聞社『民力』（元デ
ータは総務省『国勢調査』『市町村税課税状況等の調』『市町村別決算状況調』, 全国銀行協会連合会『国内銀行預金残高』（注：
表の元データのうち町村別数値は人口比による推計値）, 農林水産省『生産農業所得統計』『２０００年世界農林業センサス』） 

（注）１　第１表と同じく７５２農協の集計値。 
２　金融機関店舗は国内銀行, 信金, 信組, 国内銀行預金残高は都銀, 地銀, 第二地銀, 信託銀行, 長信銀。 
３　　　色網掛けは地帯区分のなかで最も大きな数字。 

第4表　地帯区分別にみた農協及び管内の社会・経済関連指標の分布 
（都府県, 662農協地域, 加重平均） 
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４２．７ 
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２６．７ 
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第2図　地帯区分別自己資本比率の状況 
　　  （７５６農協, 都府県, ０４年度, 加重平均） 

出資金/資本合計（右目盛） 
４　地域の社会・経済環境と農協

の収支・財務構造の比較

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



と農協管内の社会・経済関連データの分布

とは，農協信用事業や農協全体の収益に関

連するデータ等がやや異なっているが，そ

れ以外の分布については，ほぼ同様の傾向

を示している。とくに，管内の農業関連デ

ータは農協の組織，購買・販売事業と同様

の分布を示している。例えば，正組合員数

や購買・販売事業総利益の分布と農業産出

額，総農家数や経営耕地面積の分布はほぼ

等しい。

さきに農協同士の比較において，収支構

造や財務構造に地帯による大きな違いがあ

ることを確認したが，第４表からは，さら

にそれらの背景にある都市地帯と農業地帯

との基礎的な社会・経済環境の違いをよみ

とれる。つまり，前掲論文において指摘し

た「管内の社会・経済環境の違いが農協の

組織・事業にも影響している」ということ

が，農協の収支・財務構造についても明ら

かとなったといえる。

（注２）例えば補正対象の農協地帯区分が、都市的
農村と農村だった場合、都市的農村を合算後の
地帯区分としている。その結果、先にみた756農
協と662農協地域では、一部地帯区分の異動があ
り、例えば、組合員数の分布等の数字が若干異
なる。

（２） 農協の組織・収支・財務データ

と地域の社会・経済関連データ

諸指標の比較

このように農協の組織基盤さらには収

支・財務構造に地域の社会・経済環境が大

きな影響を持つのは，農協の組織基盤が農

業者，非農業を含めた地域全体を包含した

ものであるためである。そのため，農協が

管内とする地域全体のなかでの農業のウェ

イトが大きければ購買・販売事業のウェイ

トが高まり，一般経済のウェイトが高けれ

ば信用事業のウェイトが高まるといった傾

向を持つことになる。組合員が属する管内
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２０ 

 
４０ 

 
６０ 

 
８０ 

資料　第４表に同じ 

店舗数（農協, ０４年度以下同じ） 

金融機関店舗数（０３年１月末） 

貯金残高（農協） 

長期共済保有契約高（農協） 

国内銀行預金残高（０１年度末） 

事業総利益（農協） 

信用・共済事業総利益（農協） 

課税対象所得額（０１年） 

農業産出額（０１年） 

総農家経営耕地面積（００年） 

購買・販売事業総利益（農協） 

（％） 
１００ 

 
０ 

第3図　地帯区分別にみた管内組合員数等の分布 
（都府県, ６６２農協地域, 加重平均） 

農村 特定市 中核都市 都市的農村 過疎地域 

１７．０ ２０．９ ４３．３ １５．３ ３．５ 

２．６ 

２．２ 

３４．９ 

３１．５ 

２０．６ 

５３．２ 

１８．０ ４２．７ １５．１ ２１．１ 

２６．７ 

１０．３ 

１０．２ １５．２ ４９．６ ２０．３ 

１４．６ ５１．７ ２０．５ 

１４．７ ５０．０ ２１．１ 

２１．３ ５０．４ ２３．１ ４．５ 

４．０ 

４．５ 

４．８ 

０．６ 

１９．２ ３９．３ １２．６ 

２４．５ １８．６ ３．０ 

３．０ 

０．６ 

１８．８ ４３．２ １４．８ 

１９．２ ３６．３ １１．２ 

２９．３ ２８．５ ６．１ １．２ 

１．７ 

８．７ 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



地域の社会・経済環境に適応し，組合員ニ

ーズに応えるため農協が事業活動を行って

きた以上，それは当然のことである。

第５表は，農協組織・事業・収支財務構

造を特徴付ける指標と地域の社会・経済を

特徴付ける指標，さらに両者を組み合わせ

た指標を地帯区分別にみたものである。

時点が異なるため厳密な比較は難しい

が，両者の間には一定の関連性をよみとる

ことができ，例えば管内の経済環境と関連

性が高いとみられる指標では，管内人口当

たり課税対象所得額が高い地域で，組合員

当たり（店舗当たり）貯金残高，組合員当

たり長期共済保有契約高，貯貸率といった

数値が高い。

とくに特定市ではその傾向が顕著であ

り，同地域で職員一人当たり事業総利益や

事業管理費比率が他地域に比べ相対的に優

位である背景には両事業に関してスケール

メリットが働きやすく，かつ両事業のウェ

イトが相対的に大きいことがあるとみられ

る（第４図）。

その一方で，地域の農業関連指標との関

連をみると，例えば，正組合員当たり農業

産出高が高い地域で購買・販売事業総利益

のウェイトが高まるといった傾向はみられ

るものの，それは組合員一人当たり貯金残

高等との関連性はみられず，農協の収支上

への影響，例えば，職員当たり事業総利益

との関係はむしろ逆である。
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資料　第４表に同じ                   
（注）１　組合員当たり長期共済保有契約高は６６０農協地域ベース。                   

２　職員一人当たり事業総利益は６３８農協地域ベース。また常雇を含む場合もあるので参考値。                   
３　　　色網掛けは地帯区分のなかで最も大きな数字。 

第5表　地帯区分別諸指標（都府県, ６６２農協地域, 加重平均） 

０４年度 ０４年度 ０４年度 

組
合
員
当
た
り
貯
金
残
高 

組
合
員
当
た
り
長
期
共
済
保
有
契
約
高 

職
員
一
人
当
た
り
事
業
総
利
益 

農
協
一
店
舗
当
た
り
貯
金
残
高 

農
協
貯
貸
率 

正
組
合
員
比
率 

／
管
内
人
口（
００
年
）） 

農
協
組
合
員
比
率（
組
合
員（
０４
年
度
） 

事
業
総
利
益
割
合 

信
用
・
共
済
事
業
総
利
益
対 

事
業
総
利
益
割
合 

購
買
・
販
売
事
業
総
利
益
対 

組
合
員
増
減
率 

農
協
長
期
共
済
保
有
契
約
高
増
減
率 

課
税
対
象
所
得
額（
０１
年
） 

管
内
人
口（
００
年
）当
た
り 

農
業
産
出
額（
０１
年
） 

正
組
合
員（
０４
年
度
）当
た
り 

   合　計 

特定市 

中核都市 

都市的農村 

農村 

過疎地域 

８．５ 

１６．２ 

７．８ 

７．０ 

６．５ 

４．７ 

４０．６ 

５０．４ 

３６．３ 

３９．２ 

４１．４ 

３３．７ 

９．０ 

１２．２ 

９．１ 

８．２ 

８．３ 

６．９ 

６．２ 

１１．６ 

５．７ 

５．２ 

４．６ 

３．０ 

２７．０ 

２９．３ 

２９．２ 

２５．３ 

２２．７ 

２２．４ 

５６．４ 

４５．１ 

５０．３ 

５９．２ 

６７．０ 

６８．７ 

７．３ 

２．８ 

６．８ 

１２．２ 

１８．４ 

２３．６ 

６５．３ 

８２．８ 

６９．６ 

６０．１ 

５４．５ 

４６．５ 

店
舗（
０３.  
１月
）＋
農
協
店
舗（
０４
年
度
）） 

農
協
店
舗（
０４
年
度
）／（
金
融
機
関 

２７．２ 

１３．２ 

２２．９ 

３１．６ 

３６．５ 

４２．７ 

０．６ 

２．２ 

０．８ 

０．１ 

０．１ 

△０．４ 

△１．９ 

△０．５ 

△１．９ 

△２．２ 

△２．２ 

△３．０ 

１．５ 

１．７ 

１．４ 

１．３ 

１．１ 

１．０ 

１．６ 

１．２ 

１．３ 

１．７ 

１．９ 

１．７ 

   （年次） 

百万円 百万円 百万円 １０億円 百万円 百万円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％    （単位） 

組
合
員
一
人
当
た
り
固
定
資
産 

百万円 

販
売
事
業
総
利
益
／
管
内
農
産
物
産
出
額 

１．３３ 

０．７６ 

１．２１ 

１．３８ 

１．４９ 

１．５８ 

％ 

農
業
産
出
額（
０１
年
）／
総
農
家
数（
００
年
） 

２．６ 

２．２ 

２．２ 

２．７ 

３．０ 

２．４ 

百万円 

（注１） 

組
合
員
一
人
当
た
り
出
資
金 

百万円 

（注２） 

３４．６ 

２０．５ 

２７．３ 

４４．５ 

５７．２ 

６１．３ 

％ 

０．１６ 

０．１３ 

０．１４ 

０．１７ 

０．１８ 

０．１６ 

０．３５ 

０．３５ 

０．３５ 

０．３５ 

０．３４ 

０．２８ 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



これは，90年代以降の農産物価格の下落

等農業環境の悪化により，農業地帯では農

産物取扱高の減少や購買・販売事業に関連

する固定資産の稼働率の低迷等によって農

協収支が非常に厳しい状況におかれたため

とみられる。

また，管内人口に占める組合員比率の高

さや農業産出額の課税対象所得額に占める

大きさにみられるように，農業地帯では農

協組織および農業が地域の社会・経済のな

かで非常に大きなウェイトを占めており，

農業環境の悪化による農家経済や農協事業

の疲弊が地域経済に大きく影響したことは

否めないとみられる。

（３） 諸指標間の相関係数

（都府県農協地域）

上記のように，農協が拠って立つ地域の

社会・経済環境と農協の組織事業・収支財

務構造には一定の関係がみられている。そ

うした関連する指標間の相関係数をみたも

のが，第６表である。ここから管内の地域

の社会・経済環境と農協の組織事業・収支

財務構造の関連性をさらに深くよみとるこ

とができる。

例えば，信用・共済事業総利益の事業総

利益に占める割合と管内人口当たり課税対

象所得額の間には正の相関がみられ，一般

の経済活動状況が農協の収支構造に大きな

影響を与えることがうかがえる。

これは，組合員一人当たりの貯金残高や

長期共済保有契約高，信用事業資産／資産

合計の比率が管内人口当たり課税対象所得
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資料　第４表に同じ 

２００ 

指数 
（都府県平均１００） 

１４０ 

指数 
（都府県平均１００） 

１８０ 
１６０ 
１４０ 
１２０ 
１００ 
８０ 
６０ 
４０ 
２０ 
０ 

１２０ 

１００ 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
特
定
市 

第4図　組合員当たり事業量と事業総利益の関係 
（都府県６６２, 農協地域, 加重平均） 

信用事業総利益/信用事業資産 
（右目盛） 

共済事業総利益/共済長期 
保有高（同） 

販売事業総利益/管内農産物産出額 
（同） 

正組合員（０４年度）当たり農業産出額（０１年）

中
核
都
市 

都
市
的
農
村 

農
村 

過
疎
地
域 

組合員当たり長期共済保有高 

組合員当たり貯金残高 

課
税
対
象
所
得
額（
０１
年
度
） 

農
業
産
出
額（
０１
年
）／ 

６５
歳
以
上
人
口
比
率 

人
口
増
減
率 

経
営
耕
地
面
積（
００
年
） 

農
業
産
出
額（
０１
年
）／ 

経
営
耕
地
面
積
／
総
農
家
数 

（
経
営
耕
地
＋
耕
作
放
棄
地
面
積
） 

耕
作
放
棄
率（
耕
作
放
棄
地
面
積
）／ 

 

４．５ 

０．９ 

３．１ 

９．７ 

２１．１ 

２７．９ 

０２年 

１８．２ 

１５．６ 

１７．９ 

２０．８ 

２４．６ 

３１．１ 

００/９０年 

２．８ 

４．４ 

３．３ 

１．８ 

△２．７ 

△９．７ 

０１年度 ００年 

２．７ 

３．２ 

２．８ 

２．７ 

２．８ 

２．４ 

００年 

０．９ 

０．７ 

０．８ 

１．０ 

１．１ 

１．０ 

百万円 ％ ％ ｈａ ％ 

６．５ 

６．９ 

７．５ 

６．０ 

６．４ 

７．６ 

％ 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



額と正の相関を持つことにみられるよう

に，先に指摘した通り経済活動の活発な地

域ほど兼業所得や土地代金の流入等を通じ

て世帯としての所得が大きくなり，そのこ

とが農協の事業量に大きく影響してくるた

めである。

また，購買・販売事業総利益の事業総利

益に占める割合と農業産出額／課税対象所

得額の間にも正の相関がみられるが，これ

は地域の経済活動に対する農業産出額が相

対的に大きい地域では組合員を通じた農協

の購買・販売事業の取扱高も増加すること

になり，農協の収支上そのウェイトが高く

農林金融2006・11
26 - 680

なることを示している。また，そうした地

域においては，農協の財務上，購買・販売

事業関連の経済事業資産や集出荷施設等の

固定資産も相対的に大きくなることから，

資産合計に占めるそれらの資産ウェイトも

組合員当たりの農業産出額と正の相関を持

つことになる。

ここで，注意すべきは人口関連指標と農

協の収支・財務構造を示す指標との関係

で，正組合員当たりの貯金，長期共済保有

契約高といった事業量は人口減少率が大き

いほどもしくは高齢者率が高いほど，それ

らが小さくなるという負の相関を示してい

資料　第４表に同じ 
（注）　　　色網掛けは人口動態関連指標。 

第6表　諸指標間の相関係数（都府県, ６６２農協地域, 加重平均） 

０４年度 

組
合
員
当
た
り
貯
金
残
高 

組
合
員
当
た
り
長
期
共
済
保
有
高 

課
税
対
象
所
得
額（
０１
年
） 

管
内
入
口（
００
年
）当
た
り 

農
業
算
出
額（
０１
年
） 

正
組
合
員（
０４
年
度
）当
た
り 

課
税
対
象
所
得
額（
０１
年
度
） 

農
業
産
出
額（
０１
年
）／ 

人
口
増
減
率 

信
用
・
共
済
事
業
総
利
益
割
合 

購
買
・
販
売
事
業
総
利
益
割
合 

信
用
事
業
資
産
／
資
産
合
計 

資
産
合
計 

（
経
済
事
業
資
産
＋
固
定
資
産
）／ 

組合員当たり貯金残高 

組合員当たり長期共済保有高 

農協組合員比率/管内人口 

管内人口当たり課税対象所得額 

正組合員当たり農業産出額 

農業産出額/課税対象所得額 

６５歳以上人口比率 

人口増減率 

信用・共済事業総利益割合 

購買・販売事業総利益割合 

信用事業資産/資産合計 

（経済事業資産+固定資産）/資産合計 

１．００ 

０．６１ 

△０．４５ 

０．６８ 

△０．１３ 

△０．２７ 

△０．５２ 

０．３２ 

０．４８ 

△０．４４ 

０．４９ 

△０．４６ 

０４年度 
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ることである。これは，人口動態が農協の

収支・財務構造上大きな影響をもたらす可

能性が高いことを意味している。高齢化・

人口減少が進んでいる地帯ほど，単年度デ

ータでは組合員の増加率は低いという関係

がみられ，また，今後も昭和一けた世代の

リタイアの影響により農協の組織基盤の構

造変化は急速に進むことになる。そのため，

とくに人口動態の影響が大きいとみられる

農業地帯でこれらの変化を見据えた対応が

必要になるであろう。

以上みてきたように，地域の社会・経済

環境と農協の収支・財務構造には一定の関

係がみられる。しかし，そのことは同一の

地帯にある農協がかならず同一の収支・財

務構造となることを意味しない。そこで，

本節では，事業管理費比率が低い（＝相対

的に収支構造が良好とみられる農協地域）各
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５　地域の社会・経済環境と低事

業管理費比率農協地域の比較

資料　第4表に同じ 
（注）　　　色網掛けは地帯区分のなかで最も大きな数字。 

第7表　低事業管理費比率農協地域とそれ以外の農協地域諸指標 
　　　  （都府県, ６６２農協地域, 加重平均） 
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△２．２ 
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２．５ 

１．２ 

１．７ 

０．３ 

１．９ 

０．６ 

△０．０ 

△０．１ 

△０．５ 

２．５ 

１．９ 

１．２ 

１．８ 

０．７ 

０４年度 

４．０ 

３．７ 

３．６ 

３．０ 

２．８ 

３．２ 

２．７ 

２．６ 

２．８ 

２．４ 

０．８ 

１．０ 

１．１ 

０．２ 

０．３ 

購
買
・
販
売
事
業
総
利
益
割
合 

（
０４
年
度
）／
管
内
人
口（
００
年
）） 

農
協
組
合
員
比
率（
組
合
員 

課
税
対
象
所
得
額（
０１
年
） 

管
内
人
口（
００
年
）当
た
り 

８６．４ 

７４．１ 

６７．０ 

６２．５ 

３４．４ 

８２．１ 

６９．２ 

５９．２ 

５３．３ 

４７．６ 

４．３ 

４．９ 

７．８ 

９．２ 

△１３．２ 

００年 ００年 

１１．７ 

２０．３ 

２６．９ 

３１．４ 

４８．９ 

１３．４ 

２３．１ 

３２．３ 

３７．２ 

４２．１ 

△１．７ 

△２．８ 

△５．４ 

△５．８ 

６．８ 

（年次） 

　
　（
Ａ
） 

比
率
農
協
地
域 

低
事
業
管
理
費 

　
　（
Ｂ
） 

協
地
域 

上
記
以
外
の
農 

（ポイント） 

（Ａ） 
 

（Ｂ） 

－  

百万円 百万円 百万円 ％ ％ 人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ （単位） 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。



地帯の上位10％の農協地域を抽出し（以下

｢低事業管理費比率農協地域｣），それ以外の

農協地域と比較することでその特徴をみる

こととしたい。

第７表は，これまでみた662農協地域を

各地帯別に低事業管理費比率農協地域とそ

れ以外の農協地域に分けて，社会・経済環

境及び収支・財務構造関連諸指標について

みたものである。

同表にみられるように，低事業管理費比

率農協地域は，過疎地域を除き，組合員当

たりの貯金残高がそれ以外の地域を上回っ

ており，信用・共済事業総利益のウェイト

も高いが，各農協地域の社会・経済環境を

示す指標については，大きな格差はみられ

ず，それぞれ都市地帯，農業地帯の特徴を

示すものである。

ただし，農業関連指標については，低事

業管理費比率農協地域とそれ以外の地域で

かなりの格差がみられる。

例えば，総農家１戸当たり世帯員はすべ

ての地帯で低事業管理費比率農協地域が上

回っており，さらに，時点は異なるものの

経営耕地面積当たりの農業産出額でも同農

協地域がすべての地帯で上回っている。ま

た，組合員増減率についても同様である。

このことは低事業管理費比率農協地域で

は相対的に管内農家が維持され後継者がお

り，また農業生産環境が良好なことを意味

している。この差の背景には米作を中心と

する地帯での農業生産条件の悪化の影響も

あるとみられるが（このことは，第７表に

おける販売農家における稲作単一経営農家の

割合からも示唆される），同農協地域管内の

農業生産環境がそれ以外の地域に比べ相対

的に維持されかつ良好であることにより，

組合員の農協利用度が高まり，農協の事業

収支にも好影響を与える側面もあるとみら

れる。

つまり，地域の社会・経済環境だけでな

く，地帯それぞれの農業生産環境の違いが，

農協の収支・財務構造に大きな影響を与え

ていることを示唆している。つまり，地域

の社会・経済環境がいかに相対的に良好で

あったとしても，やはり「元気な農家の存

在」が農協の組織・事業にとって重要であ

ることを意味していよう。

これらの数字だけからは農業生産環境の

維持における農協の役割について論考を加

えられないが，例えば，今回の過疎地域の

低事業管理費比率農協地域おいては，農協

と組合員が一体となって特定の農産物の生

産・販売へ注力し，そのブランド化や加工

品等で成功し高い収益性を実現している農

協や地域ぐるみの集落営農組織の育成など

で成功している農協がみられている。

低事業管理費比率農協地域が結果的に良

好な農業環境に位置していたと考えるより

は，農協の主体的な組合員と一体となった

取組みもあって，農業生産基盤の維持・強

化が図られてきたという側面も考慮すべき

であろう。

以上の分析からは，地域の社会・経済環

境の違いは農協の組織事業の一定部分を規

定するものの，管内の農業生産基盤を維持

し農家が農家として存続できるような環境
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づくりに農協が尽力していくことが，地帯

を問わず農協組織及び事業の維持発展に関

して重要であることを示唆している。

そして，農業及び農協組織の地域の社

会・経済環境のなかでの存在感の大きさに

かんがみれば，農協系統がそうした努力を

続け，管内の農業の活力を維持することが，

とくに農業地帯での地域の活性化そのもの

につながることにもなろう。

ここで，今回の分析を踏まえて今後の地

域社会・経済環境を見据えた農協組織のあ

り方について整理したものが第５図であ

る。ここで重要なのは④の項目であり，農

協が主体的な取組みにより，地域の農業生

産基盤の維持を図ることにより農協の組織

基盤・事業への地域の社会・経済環境の変

化に対抗しうる経路が存在することを示し

ている。

もちろん，厳しい農業環境のなかで経済

事業体としての農協が単独で取り組むこと

が難しく，また，そうした条件が地域の社

会・経済環境上困難な地帯も存在する。そ

ういった地域では行政も含めた地域の諸機

関の連携による対応が必要なことは論を待

たない。ただし，そういった農業環境が一

般的に不利といわれている地域でも，農業

そのものの地域経済に占めるウェイトが高

いということは，農業を活性化することの

地域の社会・経済環境への波及効果が他地

域に比べ高いことを意味しており，農協が

主体的に取り組んでいく意味は大きいと考

えられる。また，その際には，予想される

農家の構造変化に対応して，農業生産基盤

の維持の上で，核となる農家へのより集中

した取組みも必要となってこよう。

今回の分析により，地域の社会・経済環

境と農協の収支・財務構造には一定の関係

があることがよみとれた。また，今後の人

口動態の変化が農協の組織・事業の変化を

通じて上記構造に大きな影

響をもたらすことも示唆さ

れた。

ただし，それは必ずしも

地域の社会・経済環境の変

化が一方的に農業及び農協

の組織事業を脆弱化させて

いくことを意味しない。今

回，地帯を問わず農業生産

基盤が相対的に維持されて

いる地域で農協の収支状況

が相対的に良好だったこと
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（注）　筆者作成。前掲論文掲載図に　　 色網掛け部分を追加。 

第5図　社会・経済環境の変化と農協組織への影響と対応 

　農業生産基盤への 
影響：農業者の高齢 
化・後継者難, 耕作放 
棄の増加・集落機能 
の低下等 

予想される変化 

　地域経済社会への 
影響：農外就業機会 
減・地域コミュニティ 
機能の低下等 

　地域行政への影 
響：財政状況の悪化,  
福祉サービスの 
急速な需要増等 

　農業及び農家経済の 
活性化（営農（経営）指導 
体制の強化, 農家構造変 
化への対応（専業農家対 
応, 集落営農育成等）） 

期待される農協系統の取り組み 

農協の地域農業及び地域 
社会への主体的取組み 
 

　組織基盤の変化に応 
じた多様な事業への取 
組みと地域社会への 
農業及び農協組織への 
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上につながっていくことになる。そうした

農家と農協及び地域社会・地域経済の正の

循環を構築していくためにも，農協系統は，

人口動態等今後予想される地域の社会・経

済の変化への対応とともに，地域の農業生

産基盤の維持・強化を図っていく主体的な

取組みを通じて，組合組織ひいては地域の

活性化を目指していく必要があろう。

（主任研究員　内田多喜生・うちだたきお）
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をみても，農協の主体的な働きかけにより

農業及び農家経済の向上を図ることで，地

域の社会・経済環境への影響を一定程度押

しとどめることも可能であろう。

組合員農家と農協の相互関係が強化さ

れ，それが地域農業の活性化につながって

いけば，それは農協の組織・事業の強化に

も直結していく。そして，地域のなかで相

対的に農業のウェイトの高い地域では，そ

のこと自体が，地域の社会・経済環境の向

〈 頒布取扱方法 〉 
編　　集…株式会社農林中金総合研究所 
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頒布取扱…株式会社えいらく営業第一部 
〒 １０ １ -００２ １ 東京都千代田区外神 田 １ -１ ６ -８ ＴＥＬ ０ ３ （ ５２９ ５ ） ７５８０ 

ＦＡＸ ０ ３ （ ５２９ ５ ） １９１６ 

〈 発行 予定〉 ２００ ６年 １ ２ 月 

 農林漁業金融統計2006

農林漁業系統金融に直接かかわる統計のほか ， 農林漁業に 

関する基礎統計も収録。 全項目英訳付き 。 

なお， ＣＤ－ＲＯ Ｍ版をご希望の方には，有料で提供。 

発刊予定のお知らせ 

Ａ４判, １９４頁 
頒価（予定）２,０００円（税込） 

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。


